8-3-5　国際委員会

1．平成18年度の主な活動内容
　　国際委員会は企画部会および常任委員会に参加し、国内コンサルタント業務の現況と課題の理解に努め、かつ海外または国際コンサルティング業務に関する情報を本協会関係者に提供し、コンサルタント業務の国際化への支援･協力をはかるべく活動した。

2．実績報告

　　海外の設計-施工一括契約方式（いわゆるDesign–Build Contract）に関する米国、英国、豪州における現況調査（JCCAからAJCEへの委託事業）に対し、助言を行った。さらにQBS検討WGのメンバーとして総合評価方式（日本版QCBS）導入の検討作業に参加し、海外コンサルタントの立場からADB等の事例の紹介を行った。
　　現在、ODA事業に参画している本邦コンサルタントの関心事のひとつは建設プロジェクトに適用される無償資金協力スキームへの取り組みである。制度上、予備費がなく、工期等に対する柔軟性のないことがコンサルタントおよびコントラクターのリスクとなる可能性がある。本件への取り組みについては国建協やECFAとも情報交換を行った。
　　国際委員会は平成19 年4 月27 日に開催した。海外事業に関する課題や問題点は他の協会で協議していることとほぼ同じであることを確認した。
3．その他報告事項
本邦コンサルティング企業の海外業務は主として日本政府によるODA事業（技術協力、無償資金協力、有償資金協力）に携ってきた。しかしながらODA予算の縮減傾向のもとで、本邦企業の受注量も大きく減少している。その受注総額（調査対象73社）は平成12年度のピーク時には722億円を記録したが、その後減少を続け、平成16年度は498億円で500億円を割り込んだ。平成17年度は587億円と回復したが、予断は許さない状況にある。また一件あたりの受注額の減少も進行しており、全受注量の半分近くを占めていた有償案件分野での落ち込みが顕著となっている。尚、世界銀行やアジア開発銀行からの受注量は全受注量の数パーセント（平成17 年度は約4 ％）にとどまっている。

東アジアの世界貿易に占める割合は過去25年で3倍以上に拡大し、世界の貿易量の20%を占めるに至っている。域内交流および貿易が拡大し、域内の相互関係はさらに拡大し、強化される見通しである。これらの地域および周辺国における経済成長および貧困削減のためのインフラ整備は不可欠であり、インフラへの投資は継続するものと期待される。一方、公的資金導入の限界もあり民活によるインフラ整備事業も増えていくものと予想される。

尚、本邦ゼネコンの海外受注額は2002年（平成12年）以降、増加傾向にあり、2006年には約1.6兆円に達している。中東地域での受注増が著しい反面、ODA案件への依存度は極めて小さくなっているのが特徴である。この事実を本邦コンサルタントは真摯に捉える必要があると考える。
4．平成１9年度事業計画

インフラ構築に対し海外先進国では普及しているDesign–Build一括契約方式への取り組み方につき検討を行う。また設計瑕疵防止策、人材育成方法や若手技術者への動機付け等に関し、国内コンサルタントの事例を海外コンサルタントに紹介する。
2008年にはJICAとJBICとの統合が予定されており、新たな援助スキームに応じた対応についても検討・準備する必要がある。海外コンサルタント業務に関する他の協会とも連携し、情報収集・交換の効率化をはかる。

（国際委員会委員長　畑尾 成道）
